
令和３年度財務書類
（１）一般会計等　財務４表

（単位： 千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

△ 929

121,224

19,263

-

-

47,303,210

44,896,831 3,583,723

12,085,422 -

3,894,430 644,536

2,690

- 39,281

- 9,758

- -

【様式第１号】

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）

科目 科目

46,218,991 4,228,259

金額 金額

- -

- -

3,433,781 -

6,808,300 -

△ 4,555,953 494,836

7,064,165 445,797

△ 4,580,466 -

- -

- 負債合計 4,723,095

-

21,165 47,100,772

32,692,725 △ 4,520,657

24,717

-

-

47,738,164

△ 15,146,853

-

-

76,697

199,642

△ 80,958

-

-

-

1,322,160

123,914

-

-

1,179,912

382,683

797,230

1,084,218

199,742

2,696

-

-

純資産合計 42,580,115

資産合計 負債及び純資産合計 47,303,210

881,781

881,781

-

-

-



 自　令和3年4月1日

 至　令和4年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

行政コスト計算書

3,803,799

-

2,042,746

1,854

56,123

190,648

1,227,667

4,572

808,653

3,348

△ 177,902

-

119,316

812,856

204,567

260,217

3,994,447

2,713,460

651,192

670,496

39,281

金額科目

-

-

3,851,410

47,611

47,611

-

-

-

134,525

19,522

12,151

△ 498

7,869

1,280,987



（ア）純資産変動計算書の説明

①本年度差額

②本年度純資産減少額
・有形固定資産等の増加

資金収支計算書の「公共施設等整備費支出」が計上されます。
・有形固定資産等の減少

「減価償却費」＋「資産所売却損」＋「資産売却収入」
が計上されます。

・貸付金・基金などの増加
「基金積立金支出」＋「投資及び出資金支出」＋「貸付金支出」
が計上されます。

・貸付金・基金などの増加
「基金取崩収入」＋「貸付金元金収入」が計上されます。

・資産評価差額
有価証券、有形固定資産などの評価に伴う増加・減少が計上されます。

・無償所管換等

尚、上記金額には非資金仕訳による差異が発生した場合、調整の仕訳を登録しま
す。
その際は、差額分が合致しません。

有形固定資産台帳異動にて、資金を伴わない増加・減少が計上されます。
無償取得（寄付など）、調査判明増加・減少、所管換増加・減少など。

　純行政コストを１年間の税収等や国県等補助金の財源で賄われます。
純行政コストが財源が上回ると資産減少と捉えることができます。

 自　令和3年4月1日

 至　令和4年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 47,440,560 △ 4,802,602
純行政コスト（△） △ 3,851,410
財源 3,771,443

税収等 2,938,960
国県等補助金 832,483

本年度差額 △ 79,966
固定資産等の変動（内部変動） △ 361,911 361,911

有形固定資産等の増加 622,042 △ 622,042
有形固定資産等の減少 △ 1,227,667 1,227,667
貸付金・基金等の増加 385,819 △ 385,819
貸付金・基金等の減少 △ 142,105 142,105

資産評価差額 -
無償所管換等 23,152
その他 △ 1,029 -
本年度純資産変動額 △ 339,788 281,945

本年度末純資産残高 47,100,772 △ 4,520,657

23,152
△ 1,029

△ 79,966

3,771,443
2,938,960

832,483

△ 57,844
42,580,115

-

【様式第３号】

純資産変動計算書

42,637,959
△ 3,851,410

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



 自　令和3年4月1日
 至　令和4年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

775,728

△ 654,073

△ 144,391

199,742

9,535
223

9,758

622,042

47,611
-

30,500

-

210,634
109,335

前年度末資金残高 212,720
本年度末資金残高 189,984

453,491
-

309,100

資金収支計算書

2,947,820
1,666,833

138,806

7,869
1,280,987
812,856
204,567

3,771,159
2,954,501
621,849
56,003

科目 金額

309,100
-

本年度資金収支額

831,735

△ 22,736

453,491

352,000
-

30,500
-

350,469

815,079
12,151

-

47,611

260,217

1,004,542

3,348

-




